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A.研究目的 

 児童福祉法第 27 条の３の「要保護児童の保

護措置」の項目には、里親委託の文言が最初に

記載されているにもかかわらず、児童相談所（児

相）の措置は常に、施設入所が優先されている

ことに、代表者は長年の児相勤務で疑問を持ち

続けてきた。また、児童精神科医として子ども

の問題にかかわる中で、多くの里親は施設が受

け入れを拒否した里子を受託しその養育に苦慮

しているが、里親家庭への支援体制が十分でな

いことを知らされてきた。                                                              

 また、2002 年に東京都は 9 か所の児童養護

施設を基盤に 30 年間の実績を重ねていた「養

育家庭センター」を廃止し、里親支援を児相に

集約させる大改革を行っているが、夜間も休日

も担当者による支援が行われていた「養育家庭

センター」時代と比べて里親支援が大きく後退

したことを惜しむ声が多く聞かれた。（資料３） 
 2011 年から、一本化された里親支援機関事業、

2012 年から配置がはじまった里親支援専門相

談員制度があるが、里親支援の実務にあたり 
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養育上の困難を抱えている里親家庭への治療支援の体制を築くことが緊急の課題となっている。従来
の情緒障害児短期治療施設（情短）にその役割を求める意見もあるが、情短こそ治療的家庭的ケアへ
の改革が必要である。本研究は国内外の実態調査をもとに日本独自の里親家庭への治療的支援モデル
を研究し、英国の重いトラウマを伴う被虐待児の治療的グループホームと治療ティーム、豪州の年長
児の治療的ファミリーホーム、仏国の給与が支払われ専門ティームの一員となり、国家資格制度もあ
る里親の地位と里親委託機関の独自の活動、米国の治療里親等の情報を得た。国内調査では、全国 8
地点53人の里親面接や2回の2200人規模の里親全国アンケート調査により7割の里子が虐待体験を
持ち、5割が学習困難を伴い、3割に著しい養育困難が示されており、困難事例を抱える里親からの回
答に偏っていることを考慮しても里親の養育困難のエビデンスが明らかにされた。里親支援機関事業
と里親支援専門相談員に関するアンケートや聞き取り調査からは、里親家庭への専門的治療支援の体
制がまだ不十分であることが明らかにされた。また、2002 年に東京都が廃止した 30 年の実績のあっ
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場など多様な機能を備えた里親家庭への民間の治療支援モデルセンター案を提示した（図１）。 
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児相との連携が煩雑で、困難事例をかかえる里

親支援の即戦力になれない問題が指摘されてい

る。（２５年度報告書 365~367 ページ） 
こうした背景の中で、2011 年７月「社会的養

護の課題と将来像」の検討委員会とりまとめ案

が出され、施設の小規模化と家庭的養護の推進

が打ち出された。 
ここで、これまでなおざりにされてきた困難

事例を委託され養育に孤軍奮闘している里親の

支援を考える機会を得たので、日本の現状を明

らかにするとともに、国際的視点で新たな里親

支援のあり方を模索することを本研究の目的と

した。 
代表者は児相で、施設や里親家庭の不調を主

訴とするトラウマによる様々な問題をかかえた

子どもの宿泊治療に取り組んだ経験から、日本

では治療的養護の考え方がないこと、困難事例

の養護は、情緒障害児短期治療施設（情短）や

児童自立支援施設への措置変更や精神科病院入

院で解決をはかるのみで、治療的ケア、治療的

家庭養護の視点がないことに不安を感じていた。

しかも、今回の社会的養護の改革案には、情短

を増やす案はあっても、情短の小規模化の案が

ないことから、家庭的養護の推進に際しては、

治療的家庭養護が必要であることを強調し、そ

の体制を整えることを本研究の目的とした。 
治療的養護の実務内容に関しては、招聘専門

家の実務経験に基づく研修と、招聘者らの治療

的ケアに関する著書の翻訳書を作成し理解を広

めることもめざした。 
 

Ｂ．研究方法 

 2006 年に英国 York で開催された子ども虐待

防止の国際会議（ISPCAN）に参加し、英国の

SACCS 治療センターで実践されている里親家庭

不調の重いトラウマを背負う被虐待児の治療的

グループホームの実践報告を聞き、その報告者

の一人の Patrick Tomlinson（Ｔ氏）と面識を

持ち、以後、Ｔ氏が編集したSACCSの治療専門

書を購読し、Ｔ氏とメールによる情報交換を続

け、治療的養護の実践の情報を集めた。 

 また、「養子と里親を考える会」、「東京養育家

庭の会」、「早稲田大学里親研究会」の理事や会

員として、里親、里子との交流に基づく情報を

収集し、東京成徳大学子ども学部の学生に例会

の際の里子保育ボランテイアとしての活動を指

導し、里親家庭のニーズをさぐってきた。 

 2011年 5月、本研究の科研費採択の通知を受

けてから、里親支援の活動をおこなっていた研

究者17名の協力を得て、外国調査と国内調査を

分担し、外国調査では、調査国訪問による調査

と外国の専門家招聘による調査を行い、英国、

仏国、米国、豪州を研究対象国とした。 

外国調査として、英国SACCS治療センター訪

問とその関係者で現在施設運営コンサルタント

のＴ氏の招聘、豪州のLighthouse財団の治療的

ファミﾘーホームの訪問、仏国の里親委託機関の

訪問調査と、その関係者2名の招聘による聞き

取り調査、米国の治療的里親支援機関の訪問聞

き取り調査を行った。 

国内調査では、日本の里親の現状を、全国里

親会の協力のもとに臨床的視点と統計的視点で

面接とアンケート調査を行い、里親支援の市町

村の施策の実態については、市町村の里親担当

部署の協力を得て訪問調査とアンケート調査を

行った。 

 実施経過にそった主な研究活動は以下となる。 

平成２３年度 

9月 9日～18日 研究分担者（代表）開原と研

究協力者平田修三が英国 Shrewsbury の

SACCS 治療センターの訪問調査を行った。  

10月5日~11日 研究分担者桐野がニューデリ

ーのアジア太平洋子ども虐待国際会議で発表し、

情報収集を行った。 
10 月 18 日~25 日 研究分担者林がユトレヒト

のファミリーグループ国際会議出席し情報収集

を行った。 
10 月~平成 24 年 2 月 研究分担者平田美智子

が研究協力者三輪、山口、小松と全国の里親支

援機関事業についてのアンケート調査を行った。  
11 月 4 日 研究分担者平田美智子企画により、

来日中のジューン・ソブン氏による「イギリス

の家庭的養護――子どものニーズに合う里親・ 
養子縁組を考える」講演会を開催した。 
11 月 10 日~平成 24年 2月 研究分担者深谷昌

志が研究協力者青葉、深谷和子と東京・沖縄・

静岡の３地点の３３例の里親面接による聞き取 
り調査を行った。 
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12 月 1 日～平成 24 年 2 月 15 日 研究代表者

開原が研究協力者菊池、湯沢、小松、森、平田

美智子、外部協力者 小谷、高橋、金の総勢８

人の研究者により、里親委託率の国際比較の調

査を行い、平成 14 年度の厚労省科研費研究（湯

沢代表）による調査データを更新し、厚労省サ

イトに更新データとして掲載された。 

平成24年度 

5月21日 深谷班：里親会の承認を経て全国里親
アンケート調査表を、6月５日に2300家庭に送付
し7月9日に回収。9月より札幌・岩見沢・川崎・
明石・姫路5地点20名の里親の面接調査を開始 
した（25年2月まで）。 

8月26日~28日 平田班：平田美智子と協力者三
輪、山口、小松が10か所の里親支援機関の訪問
調査と支援機関事業を委託した都道府県の児童
福祉主管課を集中的に訪問調査した（一部は10
月まで）。 

9月16日~28日 桐野班：桐野が米国のシアトル、
ピッツバ－グ、ボルチモアの14カ所の治療的里
親ケアプログラムの実施機関を訪問しインタビ
ュー調査を行った。 

9月23日~28日 林班：林、協力者菊池がパリ市
と近郊県の里親委託関係機関8か所を訪問し、代
表者と個人専門家16人から聞き取り調査を行っ
た。 

10月11日~21日 開原班：Patrick Tomlinson
氏招聘により児童福祉施設訪問と職員交流、講
演会、ワークショップ、日本の専門家との対談
を行った。 

平成２５年度 
8 月 平田班：全国児童養護施設と乳児院(720

施設)への里親支援専門相談員についてのアン

ケート調査を行った。 

8月 10日～19日 森班：森がオーストラリア 

Lighthouse財団の年長児の自立支援を行う治 

療的グループホームの訪問調査を行った。 

9月 11日（東京）、16日（大阪）にて、林班は 

里親世界大会（IFCO）招聘で来日中の仏国里親

支援機関Relais Alésia所長のMarie Christine 

DELPEYROU（ソーシャルワーカー）と Frédérique 

de Oña （精神科医）への 聞き取り調査を 2

回東京と大阪で行った。                              

9月 26日 平田班 大阪にて「里親支援機関職

員と里親支援専門相談員研修会」を開催し、藤

野興一鳥取こども学園園長（全養協会長）の講

演とグループ討議を行った。  

10 月 23 日~31 日 開原班 招聘者 Patrick 

Tomlinson 氏による講演と討論活動により、施

設職員、里親、専門家と交流 柏女霊峰氏との

対談と藤野興一氏との交流活動を行った。 
11 月~12 月 深谷班 第２回里親全国アンケ

ート調査で 2120 家庭に調査表を送付し 12 月

10 日に回収を終了、集計をおこなった。                       

治療的施設ケアに関する招聘者Ｔ氏らの著書 
（Barton S,Gonzalez R,Tomlinson P: 
Therapeutic Residential Care for Children 
 and Young People~~An Attachment and  
Trauma-Informed Model for Practice 
2012 年 Jessica Kingsley 出版）の翻訳は、研 
究代表者開原が、情短施設 那須こどもの家 
下泉秀夫嘱託医ら 9 人の小児科、精神科医師、 
心理士と福村出版宮下基幸氏、リトル・ドッグ・ 
プレス大泉信夫氏の協力を得て平成 25 年 3 月 
から翻訳作業を開始した。 
 
C.研究結果 

3 年間の国内外の調査研究の結果は 3 冊の年

度報告書にまとめて提出し、本報告書にも刊行

図書とともに添付しているが、その中から主な

研究結果を下記に示す。 

外国調査では、里親家庭が次々不調となるよ

うな重いトラウマを背負った子どものための英

国のSACCS治療センターの治療的グループホー

ム（5人の子どもに10人の治療親スタッフ体制）

の訪問調査を行い（資料１ ２３年度報告書開

原分担報告再掲）、さらにその関係者Ｔ氏を 2

回招聘し、治療的ケアと里親支援、里親リクル

ートの実践について研修と討議を行い、英国の

困難事例に対する支援について新たな視点を得

た。（平成24年度、25年度開原分担報告を参照）。

また、日本の児童福祉の現状についてＴ氏と柏

女霊峰氏との対談により、欧米のように急激な

施設廃止や縮小が出来ない日本の事情を明らか

にし、日本の現状にあわせた施設の小規模化と

里親の治療支援モデルの検討がなされた（25年

度開原分担報告の資料⑥）。 

仏国調査では、里親委託機関の訪問調査と里

親委託機関 Relais Alésia所長らの招聘による

聞き取り調査で、前年度の現地訪問で得た情報

をさらに深め、委託がなくても給与が支払われ

専門テｲームの一員としての里親の地位、里親の
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国家資格制度とその研修内容を明らかにし、職

業としての里親像を明らかにすることが出来た。

また、里親委託機関が困難事例に取り組める里

親を自らリクルートし、マッチングまで行いそ

の里親に寄り添う支援をする体制は日本のモデ

ルとしての検討課題となった。（24年度、25年

度報告書の林班分担報告、目次Ⅱ１，３，４，

５添付著書参照） 

米国調査では、米国の里親関連の情報は日本

では比較的多いが、本研究では米国3地点の治

療的里親支援機関を訪問し関係者への聞き取り

調査を行い、これまであまり知られていなかっ

た財政基盤に左右される米国の厳しい経営事情

が明らかにされた。（24 年度報告書の桐野分担

報告、目次Ⅱの２の添付著書参照）。 

また、社会的養護を離れてホームレス状態に

なっている若者に関しては、日本ではまだ積極

的な対策がとられていないが、豪州Lighthouse

財団の訪問調査からは、若者たちの治療的ファ

ミリーホーム、永久会員としての拠り所の提供、

未婚の母子のグループホームを含むグループホ

ームを数か所クラスター化した運営など、日本

の社会的養護の改革に際して参考となる貴重な

情報を得た。日本では、施設の小規模化に際し

て、地域の中のグループホームの職員が孤立す

ることの不安が訴えられているが、Lighthouse

財団のクラスター化したグループホーム運営は

孤立化を防ぐ参考モデルとなっている（資料２ 

25年度報告書森分担報告再掲）。 

これらの外国調査からは、常に財政基盤の不

安が伺われ、SACCS 治療センターは最近独自の

運営が困難となり別組織に買収されたこと、米

国の訪問先のモデル的治療支援機関が年度内閉

鎖予定であったこと、豪州のLighthouse財団は

日々、寄付集めに全力投球していることを知ら

されたが、仏国だけが堅固な行政基盤があるこ

となどから、日本の将来像に多くの示唆を得る

ことが出来た。 

 国内調査では、里親の養育上の困難について、

全国8地点の里親53名の協力を得て心理的個別

面接を実施し、里親の深い心情、苦悩に迫る調

査をおこなった。また全国里親会の協力のもと

に 2 年にわたり、2 回の里親全国調査を行い、

第一回の調査は 2300 家庭（回収率 54.1%）、第

二回調査は2130家庭（回収率48.4%）のアンケ

ート調査を実施し、第一回目は里親の養育困難

の全般的調査、第二回目は特に委託返上を考え

るほどの療育困難に焦点をあてた調査を行った。

面接協力者もアンケート回答者も現在、養育上

の困難を抱えている里親に偏っていることが考

えられるが、調査によって得られた所見は、周

知されていた里親の養育困難のエビデンスを裏

付けるものと考えられる。第二回調査の結果と

して 7 割の里子に虐待体験があり、5 割が学習

能力に問題があり、36.4%に考えられないような

困難な行動がみられ、33.4%に著しい養育困難が

あることが示された。統計的データのみでなく、

アンケート調査の自由記載の欄にぎっしり書き

込まれている里親の養育上の苦悩の記載も重要

なエビデンス情報となっている（24 年度、25

年度報告書深谷班分担報告および目次Ⅱの６ 

著書添付提出）。 

 また、里親代表者による座談会からは、ベテ

ラン里親たちが、困難事例を現状の支援システ

ムの中でどのような苦難を経験しながら養育し、

どのような支援がほしいかが語られる真実に迫

るエビデンスが提示されている（25年度報告書

40～64ページ）。 

 本研究は、困難事例を養育する里親家庭の支

援のあり方を研究しているが、それには、日本

の支援体制の現状を明らかにする必要がある。

そのため、すでに行政的に設置されている支援

事業について3年にわたり、アンケートや訪問

聞き取り調査をおこなった。調査結果として、

里親支援機関事業は８８％の自治体で実施され、

児相以外の機関や、民間機関にも委託されるよ

うになったが、委託先が児童福祉施設や児童家

庭支援センターの場合は比較的専門的基盤、事

務基盤が安定しているが、里親会、ＮＰＯ法人

などは専門基盤も事務基盤も弱体であることが

明らかとなり、困難事例を養育する里親家庭へ

の治療支援を行うにはまだ不十分であることが

明らかにされた。また、24年度より設置された

里親支援専門相談員の研修会とワークショップ

を開催しアンケート調査を行ったが、地域によ

り研修も不十分で、児相をはじめ関係機関との

連携が複雑で、十分な活動ができないことが報

告された（23，24年度報告書平田分担報告およ
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び25年度報告書362～367ページ参照）。 

 トラウマを背負う被虐待児を養育する里親と

施設職員への治療的ケアの研修として、平成 24
年度、25 年度に T 氏による講演会、ワークシ

ョップ、参加者との質疑の中で、実務経験に根

ざした豊富な事例が示され、従来の施設職員、

里親研修では得られない新しい視点が示された。

その全講演記録は、参加者からの評価とともに

報告書に掲載し、さらに、 
研修会に参加した里親支援専門相談員全員に

25 年度報告書を送付し、研修教材として利用す

ることを期待した（24 年度報告書 9~130 ペー

ジ、25 年度報告書 11~218 ページ）。 
また、T 氏らによる治療的施設ケアの原著は「虐

待を受けた子どもの愛着とトラウマの治療的ケ

ア」（施設養護・家庭養護の包括的支援実践モデ

ル）開原久代・下泉秀夫・小笠原彩・倉本アフ

ジャ亜美・関戸真理恵監訳として 2013 年 12 月

福村出版から出版した（目次Ⅱの７ 著書添付

提出）。 
 
D.考察 
 １．社会的養護の対象となる子どもの変化 
 2009 年に日本は 3 回目の国連・子どもの権

利委員会からの勧告で大規模施設養護の廃止と

家庭養護推進の忠告を受け、2011 年の施設の小

規模化と里親家庭推進の政策がかかげられたが、

社会的養護の改革に取り組む際、対象となる子

どもの実態の著しい変化に注目しなければなら

ない。近年、社会的養護の対象となる子どもは、

どこの国も虐待とネグレクトによるトラウマを

背負う子どもが増加し、その養育の困難に里親

が疲弊していることが明らかにされている。 
本研究では、特にこれらの困難事例を養育す

る里親に焦点をあて、その支援のあり方を研究

してきたが、今回の社会的養護の改革に際して

は、単に施設養育から里親委託に比重を移すと

いう単純な推進策ではすまされない問題がある

ことを知らなければならない。一連の改革に際

して、困難事例を養育する里親家庭への治療的

な支援体制と、その中間的役割をもつ治療的グ

ループホームを設置することが不可欠であるこ

とを強調したい。 
単に、災害や戦災により養護の対象となった、

幼少期に愛着関係が築かれている子どもの里親

養育や施設養育とは異なる次元の専門的治療的

ケアが求められる社会的養護児が増えているの

である。 
社会的養護児の 8 割近くが里親養育を受けて

いる欧米では、困難事例の増加のため、里親の

志願者が減り、そのリクルートと研修に苦慮し

ているというが、施設養育が 8 割以上を占める

日本でも、施設職員の志願者が減り、勤続年数

が短くなっているという問題が生じている。 
トラウマを背負う困難な子どもの養育にやり

がいを感じ、治療的養育に関心をもつ里親と施

設職員が増加してゆくためには、高度の支援と

研修体制を備えたモデル機関が必要なのである。 
２．小規模化とグループホームの有り方 
改革案では、本体施設の小規模化とグループ

ホームの増設が提示されているが、日本のグル

ープホームは、6 人の子どもに常勤２、非常勤

２の職員体制が示されている。問題の少ない養

護児童を想定しても交代制の中では厳しい人的

条件と言えるが、困難事例の増加が予測される

中では、この職員体制では、個別に寄り添える

人的余裕がない。家事手伝いなどのパート職員

の利用案もあるというが、日常寄り添う職員に

よる家事が子どもに家庭的養育を体験させる重

要な治療的要素であるため、単純にパート人員

で人手を補充するということには問題がある。 

困難事例を対象とするSACCSの治療的グルー

プホームでは、5人の子どもに10人の治療親ス

タッフがいるが、週2日の2人夜勤体制で通院、

登校、セラピー等の付き添いや家事でフル回転

していた。日本のグループホームはSACCSに比

べて問題の少ない子どもが対象となっているが、

それでも現在の職員体制は子どもにも職員にも

極めて厳しいといえる。 

 一方、英国では、夜間の職員による性的虐待

を予防するために、2 人夜勤制度をとるように

なったことや、10 人の職員体制は過剰という

批判もあることから、子どものニーズにあった

日本独自のモデル的職員配置を検討する必要

がある。 
３．治療的グループホームとクラスター化 

日本の施設小規模化の流れの中には、本体施

設の一部を情短施設にする動きもあるが、情短
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施設そのものも小規模化し、治療的グループホ

ームとして治療的家庭環境を確保すべきであ

る。 
 また、地域の中のグループホームを重視する

際、少数の職員が孤立し、緊急時に支援が得ら

れにくいことへの不安があるが、豪州の年長児

の治療的グループホームのように、数か所のグ

ループホームをクラスター化して、職員の交流

で支え合うという方法は興味ある情報である。 
４．施設職員と里親のリクルートと研修体制 
施設職員と里親の志願者がどこの国も減っ

ている中で、仏国では給与と資格を所持する職

業化された里親への人気が高まっており、里親

の志願者が男女ともに増えているという。里親

が専門ティームの一員として評価され、手厚い

支援が受けられ、里親委託機関が直接、困難な

事例に対応できる里親をリクルートして研修

を行う仕組みは、里親にやりがいを感じさせる

社会基盤をつくっている。 
民間経営、世襲経営の多い日本の養護施設

の小規模化では、急激な縮小や廃止は困難で、

職員の解雇もできないため、職員の配置換えで

グループホームを増やすという改革案となる

ことが予想される。その場合、大舎制になじみ、

常に仲間に依存できる状況からグループホー

ムでの孤立した勤務に適応するためには新た 
な研修の機会が求められている。 
日本には治療的ケア担当者や上級ソーシャル

ワーカー養成のための専門機関がないが、英国

のように国立の上級ソ－シャルワーカー養成

所(Institute of Excellence)を設置することも

社会的養護の充実のための重要な課題である。 
本研究では、里親家庭への治療支援のモデル

センター（図１）を考えているが、その際、上

級スタッフの研修機能を備える提案もしている。 
５．東京都の養育家庭センターの 30 年の実績 
東京都では２００２年に３０年の実績のあっ

た養育家庭センターを廃止し、児童相談所に権

限を集中させるという大改革が行われた。それ

まで 9 か所の児童養護施設を基盤に、休日も夜

間も里親に対応した養育家庭センターの里親支

援の実績は、現在も関係者のモデルとなってい

るが、24 年度より新たに施設に配置されるよう

になった里親支援専門相談員は、里親支援に際

して児童相談所と里親支援機関の規程の中で

様々な制約を受け、子どもと里親のニーズに答

える活動が十分出来ないことが今後の検討課題

となっている。（資料３） 
６．外国モデルの導入の是非 
日本社会には新しい改革案を採用するより、

既存の外国モデルを導入する方が安易という考

え方がある。 
里親支援に関しては日本では、米国モデル、

英国のキーアセット、オーストリアの SOS 子

どもの村等の海外モデルが普及または導入され

るようになったが、企業として日本への参入を

求めている外国モデルを安易に導入することに

は慎重であるべきである。 
移民の多い外国事情と日本とは社会的養護の

基盤が異なっており、日本の文化と実績に根ざ

した支援体制を独自に築くことが重要である。 
本研究では、外国調査による多くの情報を参

考にしているが、あくまで日本の実績を基盤と

した支援モデルを考えている。治療的グループ

ホーム、職業としての里親資格等、外国調査か

ら得た知見をどう日本に導入するか十分検討し

ながら日本独自の支援モデルを築くことが重要

である。 
７．治療的ケアの手法 
 社会的養護児への治療的ケアについては、

日本では専門基盤が乏しく、通常の心理治療や

精神科治療の手法が取り入れられ、「治療」の担

い手は心理士や精神科医師という考え方が定着

している。本研究で調査訪問した SACCS 治療

センターでは、治療的ケアの担い手は治療に関

する専門的素養を備えたソーシャルワーカーで

あることに新しい視点が見出された。 
治療的養育、治療的施設ケアについては、本

研究では、招聘専門家の Patrick Tomlinson（Ｔ

氏）の講演や氏の著書（目次Ⅱの７）の翻訳を

紹介したが、Ｔ氏はソーシャルワーカー出身

（Institute of Excellence 出身）であるが、本

研究活動において治療的施設ケアの実践と理論

についてきわめて有益な実務モデルを講演やワ

ークショップで示している。 
SACCS 治療センターの治療モデルは、ケア

担当の治療親、セラピスト、ライフストーリー

ワーカーの３者の治療ティームが、グループホ 
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ームの生活そのものが治療であるという考えの

もとで、愛着関係を重視し、トラウマからの回

復をめざしている。様々なセラピー（アート、

プレイ、ダンス等）やライフストーリーワーク

（LSW）は治療センターに通所して受けている

が、セラピストには心理士は含まれておらず、

LSW の専門家は皆、ソーシャルワーカー出身

で、いわゆる心理治療には批判的であった（資

料１）。 
 日本では、施設職員の間で LSW への関心が

高まっているが、T 氏は、LSW はあくまでセラ

ピーのひとつで生活の場で行うのは望ましくな

いという意見で、施設職員が日常生活の中で子

どもと家族のことを話し合うことは LSW とは

別という意見が示されたが、なんらかの専門技

術や資格を求めている日本の施設職員にとって

は、LSW は魅力ある必須の専門技法と考えら

れている。LSW より大切な治療的ケアについ

ては確立された技法がないのが残念であるが、

社会福祉士というソーシャルワーカーとしての

資格に誇りを持ち専門性を高める体制が求めら

れる。 
 
E.結論 
困難事例の養育で苦慮する里親家庭への支援

センターのモデル図を図１に示したが、東京都

の旧養育家庭センター、本研究で調査した英国

の SACCS 治療センター(資料１)、豪州の

Lighthouse 財団の年長児の治療的グループホ

ーム（資料２）、仏国の里親委託機関の活動から

得た情報と、日本の里親調査、支援機関調査で

得られたエビデンスを基に図を作成した。 
モデル図に示されている本体施設は、本研究

活動に協力を得た代表的な児童養護施設調布学

園と鳥取こども学園を具体的なイメージを示す

ためにモデルセンターの設置場所として作図し

た。これらの施設では、すでに里親支援として

一時保護、相談、診療などの実績があるが、施

設に併設するモデルセンターは、本体施設の機

能を生かしながらさらに、アセスメント、相談

調査、治療支援、実親交流指導や、実親子や里

親子の宿泊指導、里親や里子どうしの交流の場

も設けている。養育不調への治療的グループホ

ーム入所による指導には、里親も参加できるよ

うにすることや、里親の宿泊実習など様々な支

援活動が出来る場を想定している。 
モデルセンターには長期の治療的ケアが可能

な治療的グループホームの併設が不可欠である

が、その専門ティームのスタッフの養成所や、

里親や施設職員の研修の場の併設も求められて

いる。 
 現在の制度のもとでは、里親のリクルートと

マッチングは児相で行われているが、将来はモ

デルセンターで行い、仏国の里親委託機関のよ

うに、困難事例の養育に意欲をもつ里親を自ら

リクルートし、研修を担当し、寄り添い見守る

支援ができることが望まれている。 
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緊急一時保護、実親子・里親子宿泊指導の設備

研修センター（施設職員・上級ソーシャルワー

カー研修と養成機能）（研修センターは国立規模

のもの検討か） 
治療的グループホーム

グ・ケアプログラムを含む）

（東京都） 

徳学園 
幼児寮・学童寮・都型ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・小規模ｸﾞﾙｰ

 

里親支援専門相談員 

治療的グループホーム

子ども 5 人に治療親スタッ

5~6 人 （里親子宿泊再

教育の場としても活用）
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被虐待児を養育する里親家庭の

治療支援センターのモデル図

当面、代表的な児童養護施設、全国

本体施設の機能を基盤にした

構築する構想図。 

治療支援センター

上級ソーシャルワーカー、各種セラピスト、

児童精神科医等の専門家常駐。

アセスメントと治療支援、相談、調査、マッチ

ング、実親交流プログラム・

子プログラム、職員・里親の募集と研修等

緊急一時保護、実親子・里親子宿泊指導の設備

研修センター（施設職員・上級ソーシャルワー

カー研修と養成機能）（研修センターは国立規模

 
治療的グループホーム 2 か所併設（リービン

グ・ケアプログラムを含む）

乳児院、児童養護施設、情緒障碍児短期治療施設

 
児童家庭支援センター・子どもの虐待防止ネット

ワーク・一時保護・ショートステイ・トワイライ

トステイ・診療所「心の発達クリニック」・里親

支援機関事業・里親支援とっとり

医師

治療的グループホーム併設 
人に治療親スタッ

（里親子宿泊再

教育の場としても活用） 

被虐待児を養育する里親家庭の民間の

治療支援センターのモデル図

当面、代表的な児童養護施設、全国 2 カ所

本体施設の機能を基盤にしたセンターモデル

治療支援センター 本部 

上級ソーシャルワーカー、各種セラピスト、

児童精神科医等の専門家常駐。 
アセスメントと治療支援、相談、調査、マッチ

ング、実親交流プログラム・ 里子交流会・里親

子プログラム、職員・里親の募集と研修等

緊急一時保護、実親子・里親子宿泊指導の設備

研修センター（施設職員・上級ソーシャルワー

カー研修と養成機能）（研修センターは国立規模

か所併設（リービン

グ・ケアプログラムを含む） 

鳥取こども学園

乳児院、児童養護施設、情緒障碍児短期治療施設

 
児童家庭支援センター・子どもの虐待防止ネット

ワーク・一時保護・ショートステイ・トワイライ

トステイ・診療所「心の発達クリニック」・里親

支援機関事業・里親支援とっとり

医師 里親支援専門相談員

民間の 

治療支援センターのモデル図 

カ所に、 
センターモデル

 

上級ソーシャルワーカー、各種セラピスト、 

アセスメントと治療支援、相談、調査、マッチ

里子交流会・里親

子プログラム、職員・里親の募集と研修等 
緊急一時保護、実親子・里親子宿泊指導の設備 
研修センター（施設職員・上級ソーシャルワー

カー研修と養成機能）（研修センターは国立規模

か所併設（リービン

鳥取こども学園

乳児院、児童養護施設、情緒障碍児短期治療施設

児童家庭支援センター・子どもの虐待防止ネット

ワーク・一時保護・ショートステイ・トワイライ

トステイ・診療所「心の発達クリニック」・里親

支援機関事業・里親支援とっとり

里親支援専門相談員

地域ボランテイア

医療機関・保健所
小児科・精神科等

保育園・

地域ネットワーク

児童家庭支援センタ

鳥取こども学園（鳥取県）

乳児院、児童養護施設、情緒障碍児短期治療施設

児童家庭支援センター・子どもの虐待防止ネット

ワーク・一時保護・ショートステイ・トワイライ

トステイ・診療所「心の発達クリニック」・里親

支援機関事業・里親支援とっとりを併設。

里親支援専門相談員 

地域ボランテイア

医療機関・保健所
小児科・精神科等 

保育園・学校等教育関係者

地域ネットワーク

児童家庭支援センタ

（鳥取県） 

乳児院、児童養護施設、情緒障碍児短期治療施設

児童家庭支援センター・子どもの虐待防止ネット

ワーク・一時保護・ショートステイ・トワイライ

トステイ・診療所「心の発達クリニック」・里親

を併設。 

地域ボランテイア 

医療機関・保健所 

等教育関係者 

地域ネットワーク

児童家庭支援センター 

乳児院、児童養護施設、情緒障碍児短期治療施設 

児童家庭支援センター・子どもの虐待防止ネット

ワーク・一時保護・ショートステイ・トワイライ

トステイ・診療所「心の発達クリニック」・里親
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日本子ども虐待防止学会・第 18 回学術集会高

知りょうま大会 2012 年 12 月 8 日 
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